
人的資本
未来を創る人財を育てる

［自身が成長するのに必要な研修を受ける機会がある］
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す。ES調査の結果を踏まえて、アクションを立案・実行する際には、
エンゲージメントを高めるうえで相関性の特に高い項目を抽出する
ことで課題を特定し、その改善に努めています。

基本的な考え方

当社グループは、グループの従業員の力を結集することで社会に価
値を提供し、サステナブルな社会の実現に貢献することをめざしてい
ます。放送・コンテンツ事業を中心とする事業展開を進める中、部署や
会社を超えてチームとなって積極的に業務を遂行し、世の中の変化
にしなやかに対応できる多様な人材・組織が企業価値の源泉である
と考え、人材育成と社内環境整備に取り組んでいます。

従業員エンゲージメント

当社とABCテレビでは、ES調査を通じて従業員エンゲージメントを
モニタリングし、その向上に向けたアクションの立案・実行を推進し
ています。具体的には、職場環境、マネジメント、キャリア支援などの
設問への調査結果を分析し、人事制度の改善に役立てているほか、
経営層および各職場の管理職が課題を把握し、対策となるアクショ
ンを立案・実行するサイクルを継続することで、向上につなげていま

※2　主要15業界の企業に所属する6,484名を対象として2023年に実施された調査の業界別eNPS
データの平均（－66%）

通算５回目となった2024年度のES調査は、従業員711人を対象
（回答率74%）に実施しました。スコアとしては、eNPS-51.1%と前

回を2.7ポイント下回ったものの、他社水準※２と比較して相対的に良
好な水準を維持しています。調査結果を受け、当社グループでは今
後も、従業員との対話を重ねながら制度の運用と改善を継続し、さら
なる活力ある組織づくりを進めていきます。

ES調査開始以来、人事制度の見直し・改革に取り組んできました。働
きやすい制度設計や研修体系の整備が、働きがいや従業員エンゲー
ジメントの向上にも寄与しており、制度改正後のスコア推移にはそ
の成果が反映されています。特に、研修制度に関しては、テーマ別研
修の充実やキャリア支援制度などに注力して推進した結果、「自身

人事制度や研修体系を整備し、 
従業員エンゲージメントは向上

※1　eNPS：Employee Net Promoter Scoreの略称。従業員の会社に対する「愛着心」
や「思い入れ」を数値化したもの

当社グループでは、従業員エンゲージメントのスコア向上をマテリア
リティ「未来を創る人財を育てる」に紐づく目標として掲げています。
2020年度からeNPS※1によるES調査（従業員満足度調査）を行って
おり、2024年度調査のデータをもとにした全体eNPSは、前回調査
を下回るスコアとなりましたが、初回調査からはプラスの伸びを維持
しています。

目標と実績

が成長するのに必要な研修を受ける機会がある」指標のスコアが伸
び、従業員エンゲージメントが向上していることが確認できました。

［ES調査結果］

対象範囲：当社、ABCテレビ

（%）

-55

-50

-45

2020 2021 2022 2023 2024（年度）

5.85.75.95.75.5

-54.2

-50.7
-48.1 -48.4

-51.1

■ 全体eNPS（%） ■ 推奨度平均(0〜10点の平均)

トップメッセージT ガバナンス
Governance04社会

Social0302 環境
Environments

マネジメント
Management01目次／編集方針／

会社概要 17社会
Social03



■管理職/選抜 ■管理職/必須 ■コア職/公募・選抜 ■コア職/必須 ■全社員/選抜 ■全社員/必須 ■グループ内/選抜 ■グループ従業員向け
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（人材育成・確保）

人材育成方針

グループ全体が持続的に成長するためには、既存事業における自
己革新と、新しい事業の開発を推進するための「変化に対応できる
人材」が必要です。必要な能力はリーダーシップとマネジメント力、
そしてイノベーティブな思考です。そうした能力を育むために、リー
ダー養成などの研修はもちろん、グループ外の人材との研修や社
外派遣を実施します。また、グループ各社内での部門をまたぐ育成
異動や抜擢人事、グループ内外との人材交流を進めていきます。 

［当社・ABCテレビ人材教育体系図 （2025年度）］
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人的資本
未来を創る人財を育てる

人材育成体系

放送業界を取り巻く環境が劇的に変化する中、当社グループの未来
を担う人材を、研修やキャリア開発支援を通じて、継続的に育成して
います。

ジ精神を後押しするために、公募制の研修も行っています。異業種交
流研修では、新たな思考や視点、人脈を得る機会を創出しています。ま
た、グループ各社の若手やマネジメント層の選抜メンバーを対象に研
修を実施し、当社グループの発展を牽引する人材を育成しています。

当社とABCテレビでは、自身の職位に必要なマインドや能力を習得す
る階層別研修のほか、リーダー育成、イノベーション推進などのテー
マ別研修を実施しています。その中では、従業員の学びへのチャレン

研修制度（階層別・テーマ別）
当社とABCテレビでは、従業員一人ひとりが自分らしいキャリアを
めざし活躍できるよう、キャリア開発支援を強化しています。
主体的なキャリア設計（キャリアデザイン）と自律的な学びによる
新たなスキル習得と実践（リスキリング）を両輪とし、シニアスタッフ

（再雇用者）も含めた全従業員のキャリア開発支援を行っています。
キャリアデザイン支援は、研修や面談に加えて個別キャリアコンサル
ティングも実施しています。また、リスキリング支援では、2024年度
より全従業員にeラーニング学び放題の環境を整備し、自律的にス
キルアップできる支援を行っています。

キャリア開発支援

自律的なキャリア形成を実現し、能力の発揮・向上を推進する制度
として、公募の部署やグループ会社へ自らの意思で手を挙げて異動
し、挑戦していくジョブチャレンジ制度を2024年度から実施してい
ます。2024年度は２名が本制度により異動しました。

ジョブチャレンジ制度（公募人事制度）

「ABCカレッジ」では、外部専門家による講演会や、グループ会社・
部署の従業員による勉強会、業務外のテーマを軸にした懇談の場な
ど、多様な形式を組み合わせ、従業員同士が刺激を受け合い、学び合
える環境づくりを行っています。

学びと交流の場「ABCカレッジ」
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中核のABCテレビでは新卒採用者の離職率が０％であり、高い定
着率となっていますが、様々なグループ会社が加わったこともあり、
当社グループ全体の離職率は、10％台で推移している状況です。定
着率の低いグループ各社の課題と向き合いながら、離職率の低減を
図っていきます。

組織への定着について

※役員就任に伴う退職者１名含む
対象範囲：当社グループの新卒・中途・契約社員

2020年度～
2022年度採用

2021年度～
2023年度採用※

2022年度～
2024年度採用※

採用者（人） 412 465 440

退職者（人） 49 57 68

離職率（％） 11.9 12.3 15.5

［直近３年採用者の離職率］

対象範囲：2024年度は当社グループ

2022年度 2023年度 2024年度

ヨーロッパ（人） 1 1 2
アジア（人） 9 11 19

［エリア別外国籍雇用者数の推移］

定年後の再雇用

当社とABCテレビでは、働く意思をもつ定年退職者を再雇用してい
ます。シニア世代が自身の経験やスキルを発揮できる環境をめざし
て、再雇用者の報酬と評価の制度を整備し、各々が担う役割の大き
さや業績などへの貢献度により、頑張りに報いることと、個人的事情
などに配慮した柔軟な働き方を選択することを可能としています。

人的資本（雇用・採用）
未来を創る人財を育てる

基本的な考え方

当社グループは、個性豊かな人材が活躍し、そこで多様な価値観が
醸成され、つながり合って共生していることが、新たな価値を創り出
すために不可欠であると考えています。
2025年３月末現在の朝日放送グループの従業員数は 1,692人で、
人材を最も重要な経営資源と位置付け、年齢、性別、国籍、経験、スキ
ルの異なる多様なバックグラウンドをもつ人材の安定的な確保と戦
略的な活用を進めています。

外国籍人材の雇用

コンテンツ事業にとって海外が重要な市場となる中、グローバルに
受け入れられるクリエイティブ開発のために、制作スタッフの国籍
の多様性も不可欠です。特にABCアニメーション傘下の各社では中
国・台湾・フランスからも人材を採用しています。クリエイターをはじ
め様々な職種で活躍しています。

キャリア（中途）採用

当社グループは、社会経験を積み様々な視点をもった人材、あるいは
プロフェッショナルなスキルを身につけた人材などのキャリア採用
も、積極的に行っています。キャリア入社者に対しては早期に能力を
発揮できるよう、定期的なフォロー面談などを受け入れる体制を整
備しています。
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対象範囲：当社、ABC テレビ
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ABC@Colorful 宣言

ダイバーシティ推進『働く人@Colorful』
グループの力が最大限に発揮されるためには、多種多様な人材
が活躍することが必須です。そのために、女性の活躍推進をは
じめ、働く人の多様性を尊重し、活かす取り組みをさらに推進し
ます。男女問わず育児ができるような制度の整備や、育休が取
得しやすい職場環境づくりも推進していきます。

働きやすい職場づくり『働き方@Color ful』
一人ひとりがワークライフバランスを実現できるよう、テレワー
ク制度の導入や時短勤務制度の拡充など、グループ全体で働き
やすい環境の整備を行います。また、従業員がより長く働きたい
と思えるように、休暇制度などの整備や、個人としての活躍を支
援する仕組みをつくるなど、働き方の多様性を高める取り組み
を推進していきます。

ダイバーシティ＆インクルージョンによる組織活性化

基本的な考え方

当社グループは、性別、年齢、国籍、人種、民族、信条、宗教、性的指
向、性自認、障がいの有無、出自、配偶者や子の有無などを含むいか
なる理由の差別も認めません。また、ダイバーシティ＆インクルー
ジョンの推進による組織活性化をめざすという会社方針を「朝日放
送グループ人権方針」に掲げ、あらゆる差別の禁止と多様性の尊重
に取り組んでいます。
また、当社グループの力が最大限に発揮されるためには、多
種多様な人材が活躍することが必須です。当社グループでは、

「COLORFUL化推進取組方針」を定め、働く人の多様性を尊重し、
活かす取り組みを推進しています。
この方針のもと、「働き方の多様性」「働く人の多様性」の推進を通じ
て、お互いに思いやりをもって協働できる職場づくりを行い、従業員
一人ひとりが、多彩な色彩で自分らしく活躍できるように、という思
いを込めて、「ABC@Colorful宣言」を掲げました。この宣言に基づ
き、担当役員のもと各種取り組みを推進しています。

COLORFUL化推進取組方針

取り組み

1.「女性の活躍推進」は多様性推進最大の指標と捉
え、「女性が、より活躍できるための支援」を積極
的に検討・実行していきます。

2. キャリアプラン研修等を通じてベテラン従業員
も、より「やりがい」をもって働ける職場環境の整
備を進めます。

3. 介護を抱える従業員のサポート体制充実を図り、
安心して働き続けられるよう支援します。

4. 障がい者雇用にあたっては、より「働きがい」を感じ
られる多様な職種へ業務範囲を広げてゆきます。　

朝日放送グループは、各々が存分に能力を発揮で
きる企業風土の醸成が、おのずと女性の活躍でき
る環境を整えてゆく、と考えています。これを念頭
に、様々なコンテンツやサービスを通じて、地域社
会と文化の向上に貢献するため、性別、年齢、国
籍、宗教、ライフステージ、障がいの有無、性的指
向などにかかわらず、1人1人が尊重され認めあえ
る職場環境を創造し、十人十色に多様な能力を
発揮できる企業を目指します。

人的資本（社内環境整備）
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対象範囲：当社、ABCテレビ

2022年度 2023年度 2024年度 目標

男性（％） 88.2 73.7 100 100

女性（％） 100 100 100 100

全体（％） 90.9 80.0 100 100

育児休業復帰率（％） 100 100 100 ー

［育児休業取得率・復帰率］

人的資本（社内環境整備）ダイバーシティ＆インクルージョンによる組織活性化

両立支援

当社グループでは、働きやすい職場環境や、お互いを尊重し助け合
える企業風土の醸成が、多様な人材一人ひとりの活躍を後押しする
と考え、仕事と育児・介護などの両立支援制度の整備や浸透に取り
組んでいます。

制度※１

出生サポート休暇 不妊治療のために半日単位、時間単位で
取得可能

妊婦サポート休暇

配偶者の妊娠中から出産までの間に、半
日または時間単位で取得可能（男性対象）
通院の付き添いや両親学級への参加、入
院準備、子の出産立ち合いなどに利用が
可能

出生時育児休業※２ 子の出生後8週間のうち4週の取得が可能
（男性対象）

育児特別休暇

小学校6年生までの子の傷病看護など養
育に必要な場合に取得可能（2024年度
までは小学校4年生までが対象、2025年
度より小学校6年生までに拡大）

ベビーシッター
利用時の補助※３ シッターサービスの入会金や割引

短時間勤務、
テレワーク制度、

半日有休制度
育児・介護に限定せず、従業員が利用可
能な制度

職場
環境

づくり

ガイドブックによる
周知

男女問わず育児休業を取得しやすくするた
めの制度周知、育児休業の意義を伝える

「職場シミュレーション」
の実施

各部署において取得者が出た場合の対応
や課題について検討する

※1 法定制度を除く　※2 2025年度より法定同等　※3 当社グループ

育児との両立支援

当社・ABCテレビでは、出産育児を支援する制度の拡充と、育児休業
を取得しやすい職場環境づくりを進めています。

2022
年度※

2023
年度

2024
年度

目標
2027年

目標
2030年

ABC
テレビ

管理職比率（％） 9.5 13.7 13.9 17.0 20.0
管理職数（人） 16 25 26 ー ー

当社
グループ

管理職比率（％） 16.6 18.6 17.0 ー ー
管理職数（人） 52 65 54 ー ー

※管理職とは、部長より上位の職位（役員を除く）を指します
※2022年度は2022年4月1日時点、それ以外は3月末時点

［女性管理職］

女性活躍推進

当社グループでは、誰もが働きやすい職場環境や制度の整備を進
め、男女ともに満足度の高い多様なワークライフバランスの実現を
めざしています。中でも女性の活躍推進は、誰もが働きやすく、活躍
できる環境を体現することにつながると考え、取り組みを進めていま
す。

ABCテレビでは、2027年までに女性管理職比率を管理職年齢層
（43歳以上）の女性従業員比率と等しく（17%）し、2030年には女

性管理職比率20%以上を達成することを目標に掲げています。

目標と実績

取り組み
働きやすさの向上に向けて、働き方の見直しや業務効率化、柔軟な
勤務制度の整備を進め、有給休暇の取得促進やワークライフバラン
スの実現を図ってきました。また、ライフステージに応じたキャリア
形成支援や組織全体での意識醸成、人材育成の充実に力を入れてい
ます。これらの取り組みにより、ABCテレビの女性管理職は、2018
年度には６名でしたが、2024年度は26名に増加しました。

目標と実績
当社・ABCテレビでは、男女ともに育児休業取得率100％をめざして
います。
2024年度は男女ともに育児休業取得率が100％となり、目標を達成
しました。

男性の育児参加支援

当社グループでは、男性の育児休業取得を積極的に推進していま
す。
当社とABCテレビの男性の育児休業取得率は2021年度時点では
15.4%にとどまっていましたが、2022年の育児・介護休業法改正を
きっかけに、お互いに思いやりをもって協働できる、誰もが働きやす
い職場を実現させるため、人事担当役員の主導により、各職場へ育
児休業の取得を働きかけました。その結果、男性の育児休業取得率
は2022年度に88.2%にまで上昇しました。さらに取り組みを強化し
たことで、2024年度には100%となり、部署によらず多くの従業員
が自らの希望に合わせて育児休業を取得しています。今度も目標で
ある男性の育児休業取得率100％の継続に向けて、積極的に育児に
参画できる環境づくりをめざします。
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当社グループの従業員およびご家族が参加できる介護セミナーを
開催しています。2024年度は、NPO法人から介護の専門家を講師
に招き、２回のセミナーを実施しました。介護の基礎知識や、介護保
険制度の仕組み、仕事と介護を両立させるためのポイント、認知症へ
の対応など、介護に役立つ情報や知識を得る機会を提供しました。
2024年度は２回の合計でおよそ110人が参加し、介護に関する理
解を深める機会となりました。

介護セミナーの開催

介護との両立支援

社会の高齢化に伴い、介護をしながら働く従業員が増加することに
備え、仕事と介護の両立実現を目的として支援制度の拡充を推進し
ています。
人事の介護担当に継続的に介護に関する社内制度の問い合わせが
あり、都度個別の事情をヒアリングしてアドバイスに努めています。
また、当社グループ内において介護に関する社内アンケートを実施
し、介護情報の需要が高まっていることを踏まえ、介護支援のNPO
法人と契約し、いつでも専門家に相談できる体制を整えました。
今後も従業員が安心して介護と仕事を両立できる環境づくりに努め
ます。

社内の理解促進
人権方針や「COLORFUL推進取組方針」などに定め、全従業員に
向けて性的指向や性自認について本人の同意なく他者に知らせる

「アウティング」行為をしてはならないことを周知しています。

制度（福利厚生）

「同性パートナーシップ制度」を導入しています。具体的には、各種休
暇・慶弔見舞金・手当などの福利厚生面で、法律上の婚姻と同性間の
パートナーシップとを等しく扱うというものです。

LGBTに関する取り組み

多様な人材の活躍と共生の観点から、従業員一人ひとりが自分らし
く働くことができる制度をつくり、社会の様々な価値観に寄り添う会
社にするため、性的マイノリティの従業員が能力を存分に発揮でき
る職場環境の実現に取り組んでいます。

障がい者雇用

当社グループは、障がいのあるなしに関係なく、一人ひとりの個性を
大切にし、誰でもその能力を十分に発揮して働ける環境づくりに努
めています。
2025年６月１日現在、ABCテレビでは９名の障がい者が就労して
おり、2025年度の障がい者雇用率は2.61%です。それぞれの得意
分野を活かし業務を無理なく進めるために、各人とのコミュニケー
ションを大切にし、活躍の場を広げる努力を続けています。

［障がい者雇用率・雇用者数］

2023年度 2024年度 2025年度

雇用率（％） 2.31 2.31 2.61
雇用者数（人） 8 8 9

対象範囲：ABCテレビ
※6月1日時点

ダイバーシティ＆インクルージョンによる組織活性化人的資本（社内環境整備）
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2022年度 2023年度 2024年度

取得率（％） 41.6 42.9 45.4
平均取得日数（日） 9.6 9.8 10.4

対象範囲：当社、ABCテレビ

［年次有給休暇取得率・平均取得日数］

人的資本
人も組織も成長できる職場環境や制度の充実

基本的な考え方

当社グループは、育児や介護をしながら働く従業員はもちろんのこ
と、一人ひとりがワークライフバランスを実現できるよう、テレワーク
制度の導入や短時間勤務制度の拡充など、グループ全体で働きやす
い環境の整備を進めています。また、休暇制度などの整備や、個人と
しての活躍を支援する仕組みをつくるなど、従業員の誰もが自分ら
しく活躍できるように、働き方の多様性を高める取り組みを推進して
いきます。
こうした働き方の柔軟性を高める職場環境や制度の整備は、従業員
の能力を最大限に引き出し、組織全体の生産性や創造性の向上にも
つながっています。当社グループは、人の成長が組織の成長を促し、
組織の成長がまた人の成長を支えるという好循環をもたらす職場づ
くりに取り組んでいます。

［2024年度テレワーク実施状況］

週3回

2.4%
週3回

2.4%
週4回以上

1.0%
週4回以上

1.0%

テレワーク
していない

56.3%
テレワーク
していない

56.3%

テレワーク
している

43.7%
テレワーク
している

43.7%

週2回

7.9%
週2回

7.9%
月１～3日

19.1%
月１～3日

19.1%
週１回

13.4%
週１回

13.4%

※テレワーク勤務は、原則週３日までですが、会社が認めた場合は週４日以上も可能とし
ています

対象範囲：当社、ABCテレビ

柔軟な働き方

短時間勤務制度・テレワーク推進
当社グループは、従業員がワークライフバランスを実現できるよう
に、短時間勤務制度やテレワークを導入しています。2025年度か
ら当社とABCテレビでは最大3時間の時差出勤制度を導入し、従
業員の多様な働き方をサポートしています。さらに、新しい働き方
の制度の導入に向けた検討を進めていきます。

積立休暇制度
年次有給休暇の残余分を積み立て、傷病や介護、育児などでまと
まった休みが必要な場合に利用することができる積立休暇制度を
設けています。当社とABCテレビでは、最大120日まで積み立てる
ことができます。

長時間労働・過重労働の防止
長時間労働・過重労働に関する法令の遵守や、従業員の健康維持、
生産性向上の観点から、業務プロセスの見直しや代休・年次有給
休暇取得の促進に取り組んでいます。
長時間労働・過重労働防止のための労働時間管理については、労
務管理に関する情報の提供や労働時間の自動アラート発信によ
り、上司が部下の労働状況をタイムリーに把握し、適切なマネジメ

ントができるように支援しています。また、毎月の長時間労働者に
対しては、医師による面談や保養休暇の強制取得を行うとともに、
労働環境の是正に向け、当該部署との対策・協議を徹底していま
す。

2022年度 2023年度 2024年度

31人 37人 48人
対象範囲：当社、ABCテレビ

［副業・プロボノ人数］

副業・プロボノ
当社とABCテレビでは、従業員の多様な働き方に資する取り組み
として副業ガイドラインを策定しています。個人が業務時間外で行
う活動について、本人の労働時間などに配慮することと、当社の名
前を使った営業活動の禁止など一定の制限は設けていますが、従
業員の社外での活動を認めています。また、自身で培ったスキルを
無報酬で提供するプロボノ活動も副業とともに認めており、従業員
の積極的な行動を支援しています。
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人的資本
健康と安全への配慮

基本的な考え方

当社グループは、従業員のみならず、同じ職場で働くすべてのステー
クホルダーの健康と安全へ配慮することを、事業活動における重要
事項の一つと認識しています。従業員一人ひとりが生き生きと自分ら
しく活躍するためには、何より従業員が健康であることが基盤になる
という考えのもと、グループ各社はそれぞれの規定に則って健康管
理や作業環境管理を行い、快適な職場環境づくりに努めています。

職場環境の整備

労働安全衛生

当社とABCテレビは、それぞれの事業場で労働安全衛生活動を
行っています。労働安全衛生法に基づき、安全衛生委員会を開催
し、労働災害を防止するために、職場環境改善案、感染症対策に関
する事項などを協議しています。また、長時間労働の状況や定期健
康診断等の情報共有、メンタルヘルスに関する調査・審議を行って
います。同委員会で協議した内容は、関係部門と連携しながら、職
場環境の改善に役立て、スタジオ周りをはじめ各職場の職場巡視
に努めるなど日常業務上の環境改善にも積極的に取り組んでいま
す。2025年度は放送用スタジオなどの施設に問題がないかどうか
を注意喚起した安全作業マニュアルの改定に取り組んでいます。

労働災害発生状況
2024年度の当社およびABCテレビの休業災害件数は０件でした。
今後もより一層安全対策を徹底し、従業員の安全を守るよう努め
ます。

2022年度 2023年度 2024年度

休業災害件数（件） 0 4 0
労働災害度数率 0 2.99 0

対象範囲：当社、ABCテレビ

［休業災害件数・労働災害度数率］

従業員の健康づくり

当社グループでは、従業員一人ひとりの心身の健康が企業の持続的
成長を支える基盤であると考えています。グループ各社において、そ
れぞれの業務特性や規定に応じて、従業員が安全で健康に働ける環
境づくりへの取り組みを行っています。

従業員の心身の健康を守るための取り組み
当社とABCテレビでは、心身の健康維持・増進に向けた様々な施策
を実施しています。年に１回の定期健康診断では、2024年度の受
診率が100％となりました。40歳以上を対象とした人間ドック制度
も健康保険組合の費用補助により定着しています。これらの健診
結果については、常駐の産業医や看護師が有所見者へ保健指導を
実施するなど細やかなフォローを行っています。また、メンタルヘル
スに関する相談対応や長時間労働者への面接指導などを行い、従
業員の心身の健康を日々サポートしています。さらに、健康保険組
合の事業として、婦人科検診や脳ドックの費用補助制度を設け、従
業員が健康管理に取り組みやすい環境づくりを進めています。

感染症予防のための取り組み
従業員の健康保持・増進の一環として、インフルエンザ予防接種を
希望する従業員に加え、社外スタッフにも開放しています。また、健
康保険組合の事業として、被扶養者である家族に対しても費用補
助を行い、感染症予防に努めています。

食堂・喫茶による食事サポート
社員食堂では、朝・昼・晩の３食を通じて日替わりメニューを提供し
ており、栄養バランスに配慮した健康的な食事を提供する体制を
充実させています。旬の野菜を使用したり、カロリーを抑えたりし
た料理を積極的に取り入れているほか、メニューごとにカロリーや
塩分量の表示も行い、自分で健康に配慮して食事の選択ができる
よう工夫しています。

当社とABCテレビの従業員の健康意識向上を目的として、医務室
メルマガ等で健康情報を発信しています。季節や社会的な関心に
合わせ、ストレスチェックや健康診断結果の見方、女性の健康課題、
生活習慣病予防、お酒との付き合い方など、身近で実践的なテーマ
を取り上げ、日々の健康管理に役立つ情報を継続的に届けていま
す。また、社内講演会「ABCカレッジ」でも、健康に関するテーマを 
2024年度に２回取り上げました。

健康に関する社内周知
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